平成２５年度鶴岡市国民健康保険運営協議会
第３回　 会　 議 　録
Ⅰ．日  　時　　　平成２６年２月７日（金）　 １２：５８～１４：２６
Ⅱ．場  　所　　　鶴岡市役所　３階　委員会室
Ⅲ．出席状況
	
	
	出 　　席
	欠 　席

	委　員
	 被保険者代表
	難波篤、田中壽一、齋藤邦夫、三浦英喜
	田村伊佐男

	
	 保険医代表
	福原晶子、佐久間正幸、伊藤弘恵、長井忠男
	佐藤邦彦

	
	 公益代表
	渡辺洋井、加藤鑛一、秋葉　雄、佐藤博幸、本間新兵衛
	

	
	 被用者保険代表
	
	鈴木　修

	
	計
	 　 　　　　　　　　　　　　　　１３名
	        ３名

	市　側
	　 山本副市長
　 今野健康福祉部長
　 関係課長等

本　所　石塚国保年金課長、長谷川課税課長、上野納税課長、原田健康課長

　　　羽黒庁舎　國井市民福祉課長

　　　櫛引庁舎　本間市民福祉課長

　　　朝日庁舎　佐藤市民福祉課長
　　　温海庁舎　富樫市民福祉課長

 　　 国保年金課職員（秋庭課長補佐、菅原係長、本間専門員、大場主事）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 １４名


Ⅳ．議事概要

　
１．開　　会　　　　　進行：国保年金課長
２．会長あいさつ

 [出席委員報告]　 国保年金課長
３．会議録署名委員の指名

　　　会長より田中壽一（被保険者代表）、長井忠男（保険医代表）の両委員を指名
第２回国保運営協議会における渡辺洋井委員（公益代表）からの西川町の収納率100％の取組みについての質問に対する調査結果について

納税課長

　　　西川町の平成24年度の現年度収納率100％は、平成8年度にも100％を達成しており16年ぶりとなる。平成9年度以降、滞納額も増え制度運営の危機感もあり、平成19年度に非常勤特別職の嘱託職員である町税相談員１名を町民税務課に設置し全ての町税、介護保険料、使用料等、町に納める全般の徴収と納付相談を担当している。
　　西川町の特筆すべきものとしては、滞納者対策会議を設置し役場を横断的に関係各課担当者レベルで情報共有するため毎月１回会議開催している。このほかに滞納者の生活再建を検討するため生活再建検討会議を設置し、関係各課の管理職と滞納者対策会議のメンバーが合同で年２回会議開催している。
それから滞納処分は預金差押１件実施している。また国保の資格証明書発行は０件、短期証発行は、１ケ月が４件、３ケ月が０件、６ケ月が３件となっている。
　　また、効果的な対策としては細やかな臨戸訪問の実施、滞納者サイドに立った訪問や納付相談を実施している。平成26年1月1日現在の人口は6,131人、世帯数は1,948世帯で滞納対象も少なく、きめ細かな対応はできるが徴税コストは高いものとなっている。
鶴岡市の人口は134,630人、世帯は48,325世帯となっており、徴税コストを考えながら対応しなければならないが、鶴岡市としても滞納者の立場に立って相談対応していく。
４．協議
 (1) 平成26年度国民健康保険制度の改正等について

国保年金課長より説明

▼質問・意見

　加藤鑛一委員（公益代表）

　　　資料4ページの平成25年度国保税見込額が平成24年度と比較し2億7千万円程度増額になっている。引き下げる考えはないか。また、国・県支出金は2億7千万円減額になっている。また、保険給付費も前年度と比較し増額になっているのはどうしてか。それから、基金残高が5億円程度あるが、国保税の減税を考えなかったのか。
　国保年金課長
　　　最初の国保税2億7千万円程度の増額ですが、平成24年度単年度収支では2億8千万円の赤字となっていたため、平成25年度で税率改正を行ったものであり、減税となれば、また、単年度収支が赤字となる。また、国・県支出金の減額については、前期交付金が2億2千万円増額になっており、その分が財政調整により国・県支出金の減額となる。保険給付費の増額は、被保険者数が減となっているが医療費単価は高齢化に伴い増となるための増額です。それから、基金残高の5億円の活用ですが、適正水準としては11億円程度と考えており、現段階では基金を活用した減税は考えていない。
　加藤鑛一委員（公益代表）

　　　昨年の庄内国保運営協議会連絡会委員研修会において、国保の広域化に伴い基金を持ち込まないという自治体があった。また、平成27年度から国保共同事業の対象が1円以上の全ての医療費となり、実質、財政運営は県単位になることから、ここ1、2年のうちに基金を活用した減税も必要となるのではないか。
　国保年金課長

　　　基金の活用としては、平成27年度の国保共同事業の対象が全ての医療費となることにより危機管理という面では薄くなるが、財源充当としての活用もある。今後、広域化に向け基金を持ち込まないという考え方も、これからの推移を見極めながら対応していく。また、平成29年の国保広域化までは、まだ時間があることから、ここ1、2年での基金を活用した減税は考えていない。
　加藤鑛一委員（公益代表）

　　　１ページの課税限度額の引き上げにより、どの位の影響があるか。
国保年金課長

　　　課税限度額の引き上げにより試算としては、支援金分として210世帯、介護分として160世帯、合わせて2,000万円程度の増収と見込んでいる。

加藤鑛一委員（公益代表）

　　　課税限度額の引き上げにより、影響を受ける世帯の割合はどの程度か。
　国保年金課長
　　　課税限度額を超える世帯は、支援金分が745世帯から529世帯となり29％減、また、介護分は483世帯から319世帯となり34％減と見込んでいる。
(2) 平成26年度鶴岡市国民健康保険事業計画(案)について
国保年金課長より説明

▼質問・意見

　伊藤弘恵委員（保険医代表）

　　　資料3ページ(6)医療費適正化の推進でレセプト点検の被保険者1人当たり財政効果額目標の330円の根拠はどうしてか。また、レセプト点検を国保連合会へ委託することにしているが委託料はどのようになっているのか。
　国保年金課長
　　　レセプトは国保連合会で１次審査を行った後に医療機関へ支払いが行われるが、このレセプト点検は市町村にレセプトが届いた後で二次審査を行うことにより医療費が減額になった分を被保険者1人当たりの効果額としてだしたもので、県平均が329円となっていることから、これを上回る330円としている。また、委託料については、現在4名の嘱託職員を雇用し点検を行っているが、連合会へ委託した場合の委託料が4名の賃金を下回り、また、委託料の算出方法は1件当たりの単価となっている。
　佐藤博幸会長

　　　レセプト点検を国保連合会へ委託している県内各市町村の状況はどのようになっているか。

　国保年金課長

　　　国保連合会のレセプト点検は、今まで小規模保険者を対象としていたが、平成25年度から県内全市町村を対象とすることになり、現在、山形市でも委託しており、今後、広がっていくものと考える。
渡辺洋井委員（公益代表）
　　　資料２ページ(4)特定健診・特定保健指導等保健事業の推進の④国保データベース(ＫＤＢ)を使った保健事業はどのようなものを考えているか。
　国保年金課長

　　　国保データベース（ＫＤＢ）システムは全国ベースのものであり、健康づくりや医療費の適正化に役立てるには専門性が必要となる。一番のポイントとしては、健康づくりと医療、介護のデータを横断的にクロスして分析し健康づくりに役立てるもので、稼働した段階で具体的な事業を考えていく。
　本間新兵衛委員（公益代表）

　　　本市の国保加入者1人当たりの医療費は毎年1万円位の増となっているが、医療費抑制のためジェネリック医薬品の利用を国では、2010年には30％、2018年には60％に引き上げたいといっている。本市のジェネリック医薬品の利用状況はどのようになっているか。また、今後の課題はどうか。
　国保年金課長
　　　本市のジェネリック医薬品の利用状況については、国保中央会で効果額のシステム開発が完成した段階でお知らせすることにしていたが、システム開発が終了していない状況から、本市独自の利用状況の数字はない。厚生労働省が都道府県単位で昨年4月から7月までの利用状況を発表しているが、全体で30.1%、山形県は34.2%で全国第3位となっており、本市も同様ではないかと考えている。また、今後の課題としては、前回の調査から1.2ポイントの上昇にとどまっており頭打ちではないかと思われる。今後もジェネリック医薬品の利用について啓発していく。
　佐藤博幸会長

　　　この関係で医療に携わる立場からご意見をお願いします。
　長井忠男委員（保険医代表）
　　　薬剤師会としては、ジェネリック医薬品を処方できるようになり、現在は「患者本人からジェネリック医薬品の利用申出があった場合に処方するように努める」から、この4月からは、「効能・効果が同じものであることから、より積極的に説明しながら処方する」に変更になる。
福原晶子委員（保険医代表）
　　　ジェネリック医薬品は先発医薬品と全く同じものではない。薬品によって同程度の効果があると思われることから替えていいものと、絶対替えたくないものもある。例えば緑内障の薬で同じ効果があるか分からない。替えることにより効果が減る場合もあるし、糖尿病の薬は効果がないといわれているものもある。私はジェネリック医薬品を使うように努力はしているが、100％替えられるものでなく、使い分けるようにしている。
佐久間正幸委員（保険医代表）
　　　私も積極的にジェネリック医薬品に替えるようにしている。院外処方の場合はジェネリック医薬品に替えることもできるが、院内処方の開業医では先発品と後発品の両方を置くことは難しい。また、郡部の院内処方の開業医も両方置くことは難しい。
　加藤鑛一委員（公益代表）

　　　レセプト点検の国保連合会への委託は時期尚早ではないか。1月20日号の国保新聞に国保連合会の電算システムの不具合についてのお詫びの記事が載っていた。被保険者の資格確認の問題と高額療養費の計算誤りがあった。また、市で直接レセプト点検した方が保険請求の過誤について診療機関の齟齬、指導が必要なところなど直接分かるのではないか。また、市で直接雇用すれば雇用の確保にも繋がる。また、以前は国から医療費適正化補助金がきていたと思うが、現在はどうなっているか。
　国保年金課長

　　　現在、医療費適正化補助金というものはないが、レセプト点検の補助金として県の財政調整交付金があり補助率は10分の10となっている。連合会のシステムの不具合については全国的な問題となっているが、本県はそのシステムを使っていないので問題となっていない。連合会でレセプト点検を行った場合、１次審査、２次審査とも連合会で行うことになるが、1次審査と2次審査で組織を分離して実施することになっており、同じ人が両方の審査を行うものではない。また、広域でレセプト点検を行うことになるため、点検方法のノウハウもあり精度の高い点検ができる。
(3) 平成26年度鶴岡市国民健康保険特別会計予算（案）について、(4)鶴岡市国民健康保険診療所の一部負担金、使用料及び手数料条例の一部改正（案）について
国保年金課長より説明

▼質問・意見

渡辺洋井委員（公益代表）
　大網診療所の予算が350万円程度増えているが、その根拠はどうなっているか。

朝日庁舎　市民福祉課長

　歳入については平成25年度の実績に基づいて積算したものであり、また、歳出については、平成26年度に医事会計システムを導入する計画にしており、その費用として200万円を予定している。
佐藤博幸会長

　　地域住民の診療所に対する評価はどうか。

朝日庁舎　市民福祉課長

　両診療所は行財政改革の中で、運営形態の見直しという方向性が出されている。その中で平成25年6月に地域住民、利用者を対象としたアンケート調査を実施している。回答者の割合は50％で、その中で診療所を利用したことがある方は60％で、地域住民にとっては近くに診療所があることから健康と医療の確保という点で助かっているということであった。現在、週3回の診療を行っているが、経営改善策として週2回の診療、また、遠隔地から地域の開業医への送迎などの改革案を示したところですが、現在の形態で診療を続けてほしいという声があった。なお、利用者数は利用者の高齢化もあり年々減少していくものと見込んでいる。
福原晶子委員（保険医代表）
　只今の歳出のところで大網診療所の医事会計システムについて説明されたが、上田沢診療所には医事会計システムが導入されているか。
朝日庁舎　市民福祉課長

　　　　上田沢診療所は平成25年度に医事会計システムを導入している。
加藤鑛一委員（公益代表）

　　　　資料2ページの一般会計繰入金の中で福祉医療分7,500万円の繰入金はどこに入っているか。それから、2月1日号の国保新聞に市町村国保の赤字が3,055億円に拡大し、47.7%の保険者が赤字で、法定外繰入も前年度と比較し25億円増加し総額3,534億円と載っていた。鶴岡市としても法定外繰入を考えるべきではなかったか。
国保年金課長
　　　　一般会計繰入金の福祉医療分7,500万円ですが、9款一般会計繰入金の国庫支出金減額遡及分に入っており、連合会負担金については事務費分の中に入っている。それから、法定外繰入を行っている自治体は、首都圏の税収の余裕があるところと一般会計から繰入するしか財源がないところと2極化している。法定外繰入は国のルール以外のもので各自治体が任意に行うものである。本市の場合は、特別調整交付金のその他特別の事情分を頂いていることからルールに則って運営していく。
(5) 平成25年度鶴岡市一般会計補正予算（案）について、(6)平成25年度鶴岡市国民健康保険特別会計補正予算（案）について

国保年金課長より説明

▼質問・意見

　　な　し
(7) その他

　　なし

５．その他
　　　　なし
副市長挨拶

６．閉　　会
 議　　　　　長
会議録署名委員
会議録署名委員
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